居宅介護支援事業指定（更新）申請に必要な書類一覧（チェックリスト）

申請（開設）者名：　　　　　　　　　　　　　　事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　

担当者氏名　：　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先：　　　　　　　　　　　　　　　　

※提出書類は、左側２つ穴で綴り、書類の右側に必ずインデックス（番号）を付けてください。

	番号　　
	提出書類
	様式等
	説明

	１□


	指定居宅サービス事業者指定申請書
	指定居宅介護支援事業所　指定申請書

	□　使用する印鑑は、法務局に登録されている法人印を使用しているか。

□　申請（開設）者名称、代表者職氏名・住所が登記簿謄本と一致しているか。

□　実施事業、事業開始予定年月日（指定更新年月日）等が正しく記入されているか。

□　事業所名称、所在地、電話番号が付表１０、運営規程と一致しているか。

□　事業所の設置予定地は市街化調整区域ではないか。

□　事業所名称はスペースを含め２０字以内になっているか。

□　事業所名称が、既に指定を受けている管内の他の事業所と同一名称や紛らわしい名称となっていないか。

□　記入担当者名が記入されているか。

	２□


	指定居宅介護支援事業者の指定に係る記載事項
	付表10


	□　誤りなく記載されているか。



	３□


	申請者（開設者）の定款、寄付行為等の写し


	原本証明

⇒必要
	□　申請事業を実施する旨の記載があるか。

　(例）介護保険法に基づく居宅介護支援事業

□　変更手続き中の場合は、議事録の写しを添付しているか。

	４□

	法人登記簿謄本（原本）

	
	□　申請事業を実施する旨の記載があるか。（変更される場合は、事前に介護保険課に確認してください。）

□　社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人等で、事業目的未登記の場合は、定款変更認可書が添付されているか。

※　他のサービスと同時に届出する場合は、原本は１部で、他はコピーで可。また、原本を添付する事業所名をコピーの余白に必ず記載してください。

また、コピーを使用される事業所については、原本証明を入れてください。

	５□


	①誓約書(介護保険法第７９条第２項各号に該当しないこと）、

役員名簿


	第９号の３様式（第３条関係）


	□　偽りなく記載されているか。

□　誓約書の日付が記載されているか。

□　法人所在地及び名称、代表者の職氏名を記載し、法人印が押印されているか。

□　全ての役員等について記載されているか。（当該事業所の管理者も記載されているか。）

□　フリガナを記載しているか。

□　①誓約書については全員押印されているか。

□　誓約書欄と別記部分とが両面コピーされているか。

	６□


	②誓約書(暴力団排除）
	別記様式(第6条関係)

	

	７□


	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表


	第１号様式（第３条関係）

	□　管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数（４週間分）を記載しているか。

□　職種は、管理者・介護支援専門員（ケアマネージャー）・その他（事務員等）に区分して記載しているか。

・記入例を参照してください。

	８□
	当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧
	第１０号様式（第３条関係）

	□　介護支援専門員として従事する者について、全員新番号で記載しているか。



	９□
	介護支援専門員証の写し

（管理者を含む）


	
	□　コピーは記載内容が確認できるよう印刷されているか。

※　従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表に記載した氏名の順に並べて添付してください。

	10□
	管理者の経歴書
	第２号様式（第３条関係）

	□　介護支援専門員証の写しが添付されているか。

□　氏名、住所、電話番号、生年月日、主な職歴等が記載されているか。

※　介護関係の職歴は、開設者名、事業所名の両方を記載
□　申請時までの経歴が省略なく記載されているか。

	11□
	主任介護支援専門員研修の終了証の写し（管理者）
	
	· 管理者は主任介護支援専門員であるか。

□　更新期限内のものであるか。

※令和３年４月１日時点で、すでに管理者として従事する介護支援専門員の場合、令和９年３月３１日まで移行期間が設けられる。

	12□
	雇用（予定）証明書


	※参考様式

新規申請のみ
雇用契約の締結があれば契約書写しでも可
	□　開設（申請）者の押印はあるか。
□　「従事すべき業務の範囲」には、すべての業務を記入しているか。

□　従業（予定）者の住所・氏名は自筆署名か。

□　従業（予定）者の押印はあるか。

□　管理者及び配置を要する全職員の分が揃っているか。

	12□
	雇用契約書（辞令・雇用条件通知書等）
	更新事業所のみ
	□　居宅介護支援事業所のすべての従業者分がそろっているか。

□　賃金は最低賃金を上回っているか。

□　運営基準を満たす労働契約になってるか。

□　労働に関する各種法規を遵守して雇用契約になっているか。

	13□
	事業所の平面図
	第3号様式(第3条関係)


	□　当該事業に使用する箇所（事務室、相談室等）及び備品の配置が分かるように作成しているか。

□　他事業と兼用の場合は、事業ごとの専用区画が明らかになるように記載しているか。

	14□
	事業所の写真


	任意様式
	□　次の写真が添付されているか。

□　事業所の外観（建物）

□　玄関（入口）付近

□　洗面設備

□　事務室内部

□　鍵付の書庫（利用者等の係る記録の保管棚）

□　相談スペース

□　写真はＡ４台紙に貼付、もしくはＡ４サイズの用紙に印刷されているか。（白黒コピー不可）

□　上記平面図に撮影位置・方向が明示されているか

□　車両がある場合写真を添付しているか。

	15□
	案内図
	任意様式
	□　事業所の所在地と、近隣の状況が分かるもの。

□　鉄道駅、小学校等目標となる所の記載はあるか。

	16□


	備品一覧
	任意様式
	□　当該事業で使用する２万円以上の備品（事務机、パソコン、ファクシミリ等）の一覧表が添付されているか

	17□
	運営規程及び利用料金表


	
	□　以下の内容が具体的に記載されているか

□　事業の目的及び運営の方針

□　従業者の職種、員数及び職務内容

□　営業日及び営業時間

□　その他の年間の休日

□　居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他費用の額

□　地域との連携等

□　介護報酬に関する書類の５年間保存

□　職員研修等の内容

□　従業者の守秘義務

　□　その他運営に関する重要事項

	18□


	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	第７号様式（第３条関係）

	□　次の事項について、具体的に記載しているか

　□　利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口

・担当者の設置（担当者名や連絡先）

　□　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　□　苦情があったサービス事業者に対する対応方針

　□　その他参考事項

□　公的機関苦情相談窓口として、通常の事業の実施地域の市町村（保険者）の介護保険所管部署と福岡県国民健康保険団体連合会の介護保険相談窓口を記載しているか

※中間市保健福祉部介護保険課

連絡先093(246)6283　ＦＡＸ093(244)0579

※福岡県国民健康保険団体連合会

　　連絡先092(642)7859　ＦＡＸ092(642)7857

	19□
	関係市町村並びに他の保健医療サービス及び福祉サービスの提供主体との連携内容
	参考様式
	□　利用者に関する相互情報提供体制、事故発生時の対応について具体的に記載されているか。

□　次の事項の記載はあるか

　□　利用者に関する相互情報提供

市町村・主治医・サービス提供事業者・近隣のケアマネジャー

・地域包括支援センター

　□　事故発生時の対応等

当該事業者で事故が発生した場合・関係事業所で事故が発生した場合や事故の情報を入手した場合等

	20□
	予算書（新規指定）

決算書（指定更新）
	
	□　新規指定の場合、開設1年後までの収支予算書が添付はあるか。

□　指定更新の場合、直近の決算書の添付はあるか。

□　指定更新の場合、直近月の賃金台帳（写）の添付はあるか。
□　収入金額（介護報酬等）の算出根拠（月別内訳）、及び支出金額（人件費等）の算出根拠（月別内訳）が明確に示されているか

	21□
	建物又は事業所が賃貸の場合、賃貸借契約書等の写し若しくは所有の場合の登記の写しの添付
	
	□　事業所を借りている場合は、賃貸借契約書等の写しを添付しているか

□　建物又は事業所の名義は、申請法人等の名義となっているか。

□　所有の場合、登記の写しの添付はあるか。

	22□
	介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
	
	□　介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

□　実施事業、指定年月日を記入しているか

□　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
□　運営規程、利用料金表、勤務体制表等、指定申請書添付書類と整合しているか

	23□
	変更届出書

変更に係る添付書類
	更新事業所のみ
	□　指定内容に変更がある場合、その都度提出を行っているか。

□　算定内容に変更がある場合、算定開始前月の１５日までに提出を行っているか。

□　加算算定を終了する場合、速やかに提出しているか。

□　運営体制に変更がある場合、変更から１０日以内に提出しているか。

□　変更届けを提出する場合、添付書類は、揃っているか。

	24□
	社会保険及び労働保険への加入状況にかかる確認票
	※参考様式
	□厚生年金保険・健康保険の加入状況を記載したか。

□労働者災害補償保険・雇用保険の加入状況を記載したか。

	25□
	事業所のパンフレットを作成している場合
	
	□添付している

※作成がある場合のみ

	□
	チェックリスト
	当該様式
	□　すべての項目と申請書類を確認しチェックを入れたか

※　チェックリストを複写し１部は申請書に添付してください。


